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RCEPにおける原産国ごとに異なる適用関税率（ベトナムの例）
RCEPは、同一の輸入国でも、原産国により適用関税率が異なる場合があります。
本レポートでは、その例を具体的なHSコードとともにご紹介します。

* 既存FTAは考慮せず、RCEPの税率のみに着目しております。

抽出月：2022年5月

8708.21.00 -部分品及び附属品（第87.01項から第87.05項までの自動車のものに限る。）のうち、車体（運転室を含む。）のその他の部分品及び附属
品のうち、シートベルト

原産国

(ASEAN加盟国)

(オーストラリア)

(中国)

(日本)

(韓国)

(ニュージーランド)

輸入国
発効初年度の

税率
発効から10年目の

税率
発効から15年目の

税率
発効から20年目の

税率

(ベトナム)
18.7% 6.7% 0.0% 0.0%

(ベトナム)
18.7% 6.7% 0.0% 0.0%

(ベトナム)
20.0% 20.0% 20.0% 10.0%

(ベトナム)
20.0% 20.0% 20.0% 10.0%

(ベトナム)
20.0% 20.0% 20.0% 10.0%

(ベトナム)
18.7% 6.7% 0.0% 0.0%

8516.71.00 -電気式の瞬間湯沸器、貯蔵式湯沸器、浸せき式液体加熱器、暖房機器及び土壌加熱器、電熱式の調髪用機器（例えば、ヘアドライヤー、ヘ
アカーラー及びカール用こて）及び手用ドライヤー、電気アイロンその他の家庭において使用する種類の電熱機器並びに電熱用抵抗体（第85.45項のものを除く。）のうち、
その他の電熱機器のうち、コーヒーメーカー及びティーメーカー

輸入国

7013.10.00-ガラス製品（食卓用、台所用、化粧用、事務用、室内装飾用その他これらに類する用途に供する種類のものに限るものとし、第70.10項
又は第70.18項のものを除く。）のうち、ガラスセラミックス製のもの

輸入国
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原産国

(ASEAN加盟国)

(オーストラリア)

(中国)

(日本)

(韓国)

(ニュージーランド)

輸入国
発効初年度の

税率
発効から10年目の

税率
発効から15年目の

税率
発効から20年目の

税率

(ベトナム)
23.3% 8.3% 0.0% 0.0%

(ベトナム)
23.3% 8.3% 0.0% 0.0%

(ベトナム)
25.0% 25.0% 25.0% 12.5%

(ベトナム)
25.0% 25.0% 25.0% 12.5%

(ベトナム)
25.0% 25.0% 25.0% 12.5%

(ベトナム)
23.3% 8.3% 0.0% 0.0%

原産国

(ASEAN加盟国)

(オーストラリア)

(中国)

(日本)

(韓国)

(ニュージーランド)

輸入国
発効初年度の

税率
発効から10年目の

税率
発効から15年目の

税率
発効から20年目の

税率

(ベトナム)
32.7% 11.7% 0.0% 0.0%

(ベトナム)
32.7% 11.7% 0.0% 0.0%

(ベトナム)
35.0% 35.0% 35.0% 35.0%

(ベトナム)
35.0% 35.0% 35.0% 35.0%

(ベトナム)
35.0% 35.0% 35.0% 35.0%

(ベトナム)
32.7% 11.7% 0.0% 0.0%
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Trade Compass🄬🄬とは

近年、国家・地域間の国際通商交渉が加速することにより、世界のFTA網が益々複雑化し
ています。Trade Compass🄬🄬はクラウドベースの統合データベースであり、多種多様なFTA・
EPAに関わる情報を一括マトリックスで表示する機能、関税データの詳細を確認する機能、将
来の削減ポテンシャルを分析する機能、最適な調達国を洗い出す機能、そして実貿易データ
と関税率の変化を結び付け表示する機能を装備しています。
グローバルにビジネスを展開する製造業者はTrade Compass🄬🄬を活用することによりFTAの使
い漏れを洗い出し、最適なサプライチェーンを構築し、コンプライアンスを強化することができます。
Trade Compass🄬🄬は言語は英語・日本語の二か国語対応になっています。また、クラウド上
で稼働していますので、ユーザーはネット規制がないすべての国々からアクセスすることも可能で
す。

Trade Compass🄬🄬の主な機能

Tariff Search
（関税率・原産地規則検索）

関税率・原産地規則の確認

■ HSコード・キーワードにより、関税分類・
原産地規則を検索

■関税率を将来（最大 10 年先）まで把握

関税率・原産地規則確認機能

自社製品の関税分類を検証・確認

■複数国の関税分類（HSコードおよび品目）
を同時に比較表示することで、自社の関税
分類を検証

関税分類比較機能

Classification Support
（複数国間の関税分類比較）
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お問い合わせ

デロイト トーマツ税理士法人
Tel： 03-6213-3800 （代）
www.deloitte.com/jp/tax
trade_compass_tax_cs@tohmatsu.co.jp

Cost Reduction Potential
（関税削減ポテンシャル試算）

FTA活用によるコスト削減余地の可視化

■自社サプライチェーン情報（輸出入国・
品目・取引規模）に基づき、FTA 活用可
能性と関税コスト削減ポテンシャルを将
来にわたりシミュレーション

■ FTA 使い漏れの防止による当期利益への
貢献を実現

効果試算機能

関税率・為替を考慮した最適な
サプライチェーンの把握

■為替変動と将来関税を考慮し、サプライ
チェーン別の調達コストを同時比較

サプライチェーン別調達コスト分析機能

Sourcing Analysis
（関税・為替を加味した調達コスト比較）

品目別主要輸出入国の可視化による
サプライチェーン検証

■品目別主要輸出入国（グローバルで上位
10 ヶ国）を表示し、マーケット動向と自
社サプライチェーンの差異を検証

品目別主要輸出入国確認機能

Trade Analysis
（品目別の貿易金額・関税率分析）
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